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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況 

 会社法及び金融商品取引法に基づく内部統制システム構築に関する基本方針及び当該体 

制の運用状況は次のとおりです。 

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①代表取締役社長は、取締役及び執行役員（以下、総称して本項において「役員」とい

う）の中からコンプライアンス管理担当役員を指名する。

②コンプライアンス管理担当役員は、当社のコンプライアンス管理体制を構築する責任

と権限を有し、各役員は自己の分掌範囲においてコンプライアンス管理体制を整備す

る。

③コンプライアンス最優先の一環として、社会的秩序や健全な活動に脅威を与える反社

会的勢力に対して、統轄部署を設置し、警察署及び顧問弁護士等と連携し、断固とし

た姿勢で臨み、一切の関係を遮断する。

④代表取締役社長直轄の内部監査室を設置し当社の内部監査体制を構築する。

(2) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

次の経営管理システムを用いて取締役の職務執行の効率性を確保する。

①役員により構成される経営会議を開催し会社に影響を及ぼす重要事項の審議及び部門

ごとの目標と実績の進捗管理を実施する。

②経営環境の変化により迅速に対応するために執行役員制度の機能の充実を図る。

(3) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役は、取締役の職務の執行に係る重要書類については 10年以上保管するものとし

必要に応じて閲覧可能な状態を維持する。 

(4) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①代表取締役社長は、役員の中からリスク管理担当役員を指名する。

②リスク管理担当役員は、当社のリスク管理体制を構築する責任と権限を有し、各役員

は自己の分掌範囲においてリスク管理体制を整備する。

(5) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に

関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役が使用人を求めた場合は職務を補助するスタッフを配置し、そのスタッフは監

査役の指示、命令により業務を遂行する。 

(6) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体

制及びその他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①監査役は、代表取締役社長及び会計監査人と必要に応じて会合を行う。

②監査役は、経営会議その他重要な会議に出席し、必要に応じて当社の取締役及び使用

人から報告及び意見を求めることができる。

③役員は、法令及び定款に違反する行為を発見した場合、会社に著しい損害あるいは不

利益が生じた場合等は監査役に報告する。

④監査役に報告を行った者が、当該報告を行ったことを理由として不利な取扱いを受け

ることを禁止する。

⑤監査役が、監査役の職務を執行する上で必要な費用の前払い等の請求をしたときは、

速やかに当該費用又は債務を支払うものとする。

(7) 財務報告の信頼性を確保するための体制

①代表取締役社長は、役員の中から内部統制システム運用責任者を指名する。

②内部統制システム運用責任者は、財務諸表及び財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性

のある情報の信頼性を確保すべく明確な職務分掌、内部監査体制を構築する。
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③内部統制システム運用責任者は、資産の取得、使用及び処分を正当な手続き及び承認

の下で行うために明確な規程、職務分掌、内部監査体制を構築する。

(8) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

①代表取締役社長が、コンプライアンス管理担当役員及びリスク管理担当役員を指名し

通達で職制を通じて周知している。

②役員により構成される経営会議を定期的に開催し、コンプライアンス管理担当役員及

びリスク管理担当役員がそれぞれの事項を文書で報告している。

③取締役会を定期的に開催し、監査役も出席した上で取締役や使用人の職務の執行が法

令及び定款に適合していること並びに取締役の職務の執行が効率的に行われているこ

とを確認している。
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株主資本等変動計算書 

（2024年４月１日から2025年３月31日まで） 

(単位：千円) 
株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
資本剰余金 

合計 

その他利益 
剰余金 利益剰余金 

合計 繰越利益 
剰余金 

当 期 首 残 高 2,469,365 552,439 552,439 △710,088 △710,088

当 期 変 動 額 

当 期 純 利 益 449,974 449,974 

自 己 株 式 の 取 得 

当 期 変 動 額 合 計 - - - 449,974 449,974 

当 期 末 残 高 2,469,365 552,439 552,439 △260,113 △260,113

株主資本 

純資産合計 
自己株式 株主資本合計 

当 期 首 残 高 △2,359 2,309,357 2,309,357 

当 期 変 動 額 

当 期 純 利 益 449,974 449,974 

自 己 株 式 の 取 得 △54 △54 △54

当 期 変 動 額 合 計 △54 449,920 449,920 

当 期 末 残 高 △2,414 2,759,278 2,759,278 

  (注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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個別注記表 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準及び評価方法  

(1)有価証券 

  その他有価証券 

  市場価格のない株式等 

   移動平均法による原価法 

(2)棚卸資産 

  製品・仕掛品・・・総平均法による原価法(収益性の低下による簿価切り下げの方法) 

  原  材 料・・・総平均法による原価法(収益性の低下による簿価切り下げの方法) 

  貯   蔵   品・・・最終仕入原価法による原価法(収益性の低下による簿価切り下げの方法) 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産（リース資産を除く） 

  定額法 

  主な耐用年数 

  建物   38年 

  機械及び装置   9年 

(2)無形固定資産(リース資産を除く) 

  定額法 

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっています。 

(3)所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。 

３．繰延資産の処理方法 

  社債発行費 支出時に全額費用として処理しております。 

４．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念  

債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しています。 

(2)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度末

において発生していると認められる額を計上しています。 

  ①退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっています。 

  ②数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による 

定額法により、翌事業年度から費用処理しています。 

５．収益及び費用の計上基準 

当社は、コンデンサ及びマイクロヒューズ等の回路保護素子を中心とした、電子部品の製造販売を行ってお

り、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込

まれる金額で収益を認識することとしております。なお、製品の販売において、出荷時から当該製品の支配

が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には出荷時に収益認識しております。 
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６．その他 

当社は、コンデンサ製品の取引に関して、当社を相手取り、民事訴訟が提起されています。 

独占禁止法に関連するこれらの調査・訴訟等に伴い発生する費用は将来も発生すると予測されますが、既に計

上した費用を除いて、それらの費用を現時点で合理的に見積ることは困難です。 

重要な会計上の見積り 

１．繰延税金資産の回収可能性 

(1)当事業年度の財務諸表に計上した金額 

 繰延税金資産   146,983千円 

 (2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

  ①算出方法 

  収益力に基づく一時差異等加減算前課税所得に基づいて、将来の税金負担額を軽減する効果を有する範囲

内で繰延税金資産を計上しております。 

  ②主要な仮定 

将来の課税所得の見積りは、翌事業年度の事業計画を基礎としており、過去における計画の達成状況等を

総合的に勘案して算定しております。将来の課税所得の算定における主要な仮定は、主要得意先への販売

数量及び経営環境等の変化による事業計画の実現可能性の評価であります。 

  ③翌事業年度の計算書類に与える影響 

繰延税金資産の回収可能性は将来の課税所得の見積りに依存するため、その見積りの前提とした条件や仮

定に変更が生じた場合、翌事業年度以降の当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

貸借対照表に関する注記 

１．関係会社に対する金銭債権又は金銭債務 

  区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているのは、次のとおりです。 

  売掛金  64,940千円 

２．担保に供している資産及び担保に係る債務 

(1)担保に供している資産 

電子記録債権  55,191千円 

  定期預金 700,000千円 

  建物 133,043千円 

  土地 602,516千円 

 (2)担保に係る債務 

  短期借入金   1,430,000千円 

  １年内返済予定の長期借入金  16,685千円 

３．当座貸越契約及びコミットメントライン契約 

 運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と当座貸越契約及びコミットメントライン契約を締結し   

ております。 

当事業年度末におけるこれらの契約に基づく借入未実行残高等は次のとおりです。 

当座貸越極度額及びコミットメントライン契約の総額    1,800,000千円 

借入実行残高   1,430,000千円 

差引額    370,000千円 

４．財務制限条項 

当社の借入金にかかる契約のうち、一部の契約には財務制限条項が付されています。 
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５．有形固定資産の減価償却累計額     16,863,866千円 

なお、減価償却累計額には減損損失累計額が含まれています。 

損益計算書に関する注記 

１．独占禁止法等関連損失 

課徴金等   35,682千円 

弁護士報酬等  13,879千円 

合計  49,561千円 

２．関係会社との取引 

売上高 744,752千円 

株主資本等変動計算書に関する注記 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） 3,210,000 ― ― 3,210,000 

  （変動事由の概要） 

  変動はありません。 

２．自己株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） 2,765 112 ― 2,877 

  （変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次のとおりです。 

単元未満株式の買取請求による増加   112株 

３．配当に関する事項 

 当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

  該当事項はありません。 

４．当該事業年度末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）の目的となる株

式の種類及び数 

該当事項はありません。 

税効果会計に関する注記 

１．繰延税金資産 

  従業員賞与損金算入限度超過額    23,119千円 

  退職給付引当金繰入限度超過額     169,963千円 

  減損損失  68,425千円 

  繰越欠損金  892,517千円 

  その他   82,269千円 

  繰延税金資産小計    1,236,295千円 

  評価性引当額 -1,089,312千円

  繰延税金資産合計   146,983千円 
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金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1)金融商品に対する取組方針 

 当社は、資金運用については、安全性及び利回りを重視した運用を行うこととしており、短期的な預金等

に限定して行っています。 

資金調達については、銀行等金融機関からの借入及び社債発行によっています。 

(2)金融商品の内容及びそのリスク 

 営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。また、外貨

建の営業債権については、為替の変動リスクに晒されています。 

 営業債務である支払手形及び買掛金は、ほぼ全てが４ヶ月以内の支払期日であり、流動性リスクに晒され

ています。外貨建の営業債務については、為替の変動リスクに晒されています。 

 短期借入金は、主に運転資金及び設備投資資金の調達を目的としたものであり、流動性リスク、金利の変

動リスクに晒されています。 

(3)金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理 

営業債権については、社内の規定に従い担当部門が取引先ごとに期日及び残高管理を行い、財務状況の

悪化による貸倒懸念の早期把握や軽減を図っています。 

②市場リスク(市中金利の変動に係るリスク)の管理 

短期借入金については、金利の変動リスクに晒されていますが、短期であるため限定的です。 

外貨建の債権・債務については、為替の変動リスクに晒されており、為替予約等を利用することで為替

の変動リスクの低減を図る方針です。 

③資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理 

経理部門が、毎月資金繰計画を作成・モニタリングし、取締役会に報告する体制をとっています。また、

当座貸越極度額を設定しており、必要に応じ、資金手当を行い手元流動性を確保できる体制をとってい

ます。 

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれています。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用する

ことにより、当該価額が変動することもあります。 

(5)信用リスクの集中 

当事業年度末日現在における営業債権のうち16.1％が、特定の大口顧客に対するものです。 

２．金融商品の時価等に関する事項 

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

  単位：千円 

貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

社債 

（１年内償還予定の社債を含む） 
53,300 53,305  5 

長期借入金 

（１年内返済予定の長期借入金を含む） 
766,631 765,886 -744

※１ 現金及び預金、受取手形、電子記録債権、売掛金、支払手形、電子記録債務、買掛金及び短期借入金は、

  現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似していることから、記載を省略 

  しております。 

7



※２ 市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

区分 貸借対照表計上額（千円） 

非上場株式 

投資有価証券 
15,000 

（注１）金銭債権の決算日後の償還予定額 

1年以内（千円） 

現金及び預金 

受取手形 

電子記録債権 

売掛金 

1,157,656 

10,233 

351,681 

812,643 

合計 2,332,215 

  （注２）長期借入金、その他有利子負債の決算日後の返済予定額 

単位：千円 
１年以内 1年超 

２年以内 

２年超 

３年以内 

３年超 

４年以内 

４年超 

５年以内 
５年超 

短期借入金 1,430,000 ― ― ― ― ―
社債 22,600 22,600 8,100 — ― ―
長期借入金 161,543 146,606 133,956 48,070 52,440 224,016 

合計 1,614,143 169,206 142,056 48,070 52,440 224,016 

３．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル 

に分類しております。 

  レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価 

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定し   

た時価 

  レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ

ぞれの属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

 (1)時価をもって貸借対照表に計上している金融商品 

  該当事項はありません。 

(2)時価をもって貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

区分 
時価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

社債 

（１年内償還予定の社債を含む） 
― 53,305 ― 53,305 

長期借入金 

（１年内返済予定の長期借入金を含む） 
― 765,886 ― 765,886 

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

社債及び長期借入金 

  これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、

割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 
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収益認識関係に関する注記 

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報    単位：千円 

２．収益を理解するための基礎となる情報 

 当社は以下の５つのステップアプローチを適用することにより、収益を認識しております。 

(1)顧客との契約を識別する 

(2)契約における履行義務を識別する 

(3)取引価格を算定する 

(4)取引価格を契約における履行義務に配分する 

(5)履行義務を充足した時点で(又は充足するにつれて)収益を認識する 

当社は、コンデンサ及びマイクロヒューズ等の回路保護素子を中心とした、電子部品の製造販売を行ってお

り、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込

まれる金額で収益を認識することとしております。なお、製品の販売において、出荷時から当該製品の支配

が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には出荷時に収益認識しております。 

３．当期及び翌期以降の収益金額を理解するための情報 

(1)契約残高等 

  該当事項はありません。 

(2)残存履行義務に配分した取引価格 

 当社においては、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用し、

残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引

価格に含まれていない重要な金額はありません。 

関連当事者との取引に関する注記 

(1)財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)など 

(2)親会社等との取引に関する事項 

当社は、その他の関係会社である釜屋電機株式会社とは営業上の取引関係がありますが、その取引条件

は市場価格を勘案して当社希望価格を提示し、価格交渉のうえ決定しております。 

また、当社取締役会を中心として当社独自の意思決定を行っており、意思決定手続きについては問題な

いものと考えております。 

１株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額  860円36銭 

 ２．１株当たり当期純利益   140円30銭 

報告セグメント 

その他 合計 タンタルコン

デンサ事業 

回路保護素子

事業 

計 

顧客との契約から生じる収益 2,982,702 1,415,166 4,397,868 147,309 4,545,178 

その他の収益 ― ― ― ― ―
外部顧客への売上高 2,982,702 1,415,166 4,397,868 147,309 4,545,178 

会社名 
議決権等の

被所有割合 
関連当事者との関係 取引の内容 取引額 科目 期末残高 

釜屋電機株式会社 直接 27.5% その他の関係会社 
当社製品の

販売 
744,752千円 売掛金 64,940千円 
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